
協会通信 No.２８６（２０１５．１２月）        

1 

 

 

 

平成２７年１２月発行 

第２８６号 
 

 

      

       

 

「高齢者虐待防止に関する厚生労働省の通知等発出」について 

11 月 13 日、厚生労働省一部の有料老人ホームで頻発している入居者虐待事件を踏まえ、都道府県等に対する通

知と事務連絡を発出しました。 

その一つは、【養介護施設従事者等による高齢者虐待の再発防止及び有料老人ホームに対する指導の徹底等につ

いて】の老健局長通知です。 

ここでは、養介護施設従事者等による深刻な高齢者虐待の発覚していることについて極めて遺憾な事態であるとし、

都道府県等に対して再発防止に向けた指導監督の強化を求めました。 

具体的には、施設の業務管理体制の適正な運用、業務管理責任者や施設管理者における役割の遂行の必要性を

提起している一方で、一連の事案における地方自治体の初動など対応の適正さが社会から一部問われていることも踏ま

え、地方自体自身の対応強化にも言及されています。 

①高齢者虐待の未然防止 

 ・養介護施設等自体で企画する研修の定期的に実施する 

 ・苦情処理体制を施設長等の責任下で運用する 

 ・メンタルヘルスに配慮した職員面談等、組織的に対応する 

 ・業務管理体制を常に自主的に点検し、見直しに努める 、等 

について、都道府県等は養介護施設等への指導・助言に努め、研修や実地指導等に取り組むこと。 

②虐待事案の早期発見 

 虐待の早期発見・早期通報について、養介護施設従事者への周知・啓発に努めること。 

③虐待事案への迅速かつ適切な対応 

 ・虐待の相談・通報への初動体制の整備 

 ・虐待の有無や緊急性を判断できる体制の構築 

 ・介護保険法又は老人福祉法上の適切な権限の行使 

 

こうした都道府県等への対応強化の要請に加え、特に有料老人ホームについては指導の徹底が求められました。 

ここでは、本年改正された設置運営標準指導指針に基づき、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅に対

し、定期的な立入調査の実施による指導の徹底や継続的な指導の実施、ホームに外部からの点検が働き地域との繋が

りが促進されるよう求めました。 

また、特に本協会が実施しているホームの運営指導に関する情報提供や集団指導への講師派遣など、都道府県等

の行政指導に関する協力業務を示した上で、有料老人ホームへの指導・協議において本協会と連携を図るよう求めまし

た。 

 

もう一つは、【介護保険施設等における高齢者虐待等に対する指導・監査等の実施について】の厚生労働省老健局

総務課介護保険指導室長名での事務連絡です。 

ここでは、介護保険の不正請求や身体拘束、虐待防止の指導方法を示した平成18年の事務連絡への留意事項とし
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て、以下のポイントを挙げています。 

 ①通報や苦情内容について迅速な決断と積極的な実行が必要な場合、事業所への事前通告なしの監査実施等を、

状況に応じて実施すること。 

 ②問題のある事業所に関連する事業所がある場合は、優先的に指導・監査を行うこと。 

 ③地方自治体ごとに策定する「自己点検票」等による事業所の自己点検を実施するよう、指導の徹底を図ること。 

 ④事業者において虐待防止研修、苦情相談窓口、ストレスマネジメントの実施を含む業務管理体制の検証、改善へ

の意識付けを図ること  、等。 

 

 入居者虐待防止につきましては前号でも詳細をお伝えしましたが、会員各位におかれましては、入居者の生活を脅かす

施設内での虐待事件が発生しないよう、引き続きご対応をいただきたく存じます。 

本協会でも、地方自治体との日常的な連携を図りながら、必要な会員対応を図ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎データ〈Ｈ２７．１２．１現在〉       

○協会加盟法人・登録ホーム（住宅）-------------  ３７５法人８３５ホーム 

 ○入居者生活保証制度加入ホーム-----------------  ７０３ホーム (306法人）  

（入居者生活保証制度登録者数--------------  ３４,８１９名 (+125/月) ※H27.11月１日現在 

○輝・友の会 会員数----------------------------  ７，１７３名 (+148/月) 

○協会ホームページ・アクセス累計--------------- ２，６７１，５０２件 (+60,281/月) 

※前回の「協会加盟法人・登録ホーム（住宅）」及び「入居者生活保証制度加入ホーム」の数字はH27.10.1現在。 

H27.11.1現在は「協会加盟法人・登録ホーム（住宅）375法人835ホーム」「入居者生活保証制度加入ホーム 703 

ホーム306法人」でした。 
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「会員限定の出版図書割引」のご案内！ 
 

医療保険・介護保険を主分野とする出版社の、(株)社会保険研究所様より、今年度に出版した「介護報酬の解釈

（いわゆる「赤本」「青本」等）」他の書籍について、有老協会員に限り、特別価格でご提供いただけることとなりました。 

この機会にぜひご利用ください！ 

 

 

 

お申し込みは、専用の申込用紙にて、本年１２月２８日までに、同社までお申込みください。 

(詳細は協会HPの会員事業者ページ内にある「協会からのお知らせ」に掲出しています。) 
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〓 TREND CATCH UP １ 〓 

「訪問診療に関する動き 」について ② 

 

前号では、訪問診療専門医療機関について情報提供しましたが、その後の中医協（中央社会保険医療協議会）

では、有料老人ホーム等への現在の規制について、在総診等における「患者の状態に応じた評価」や、同一日の

1人訪問における、「居住場所に応じた評価」の改正に向けた課題整理が行われました。 

 

【今回示された2つの切り口による論点】 
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★訪問診療料は、集合住宅での2類型（介護付と住宅型）で報酬差がありますが、これを一本化する案が示され

ました。報酬額がどのように設定されるかは今後の議論によることとなります。 

★管理料（特医総管、在総診）は現行で月2回以上の訪問診療をもって算定可能ですが、実態は、「健康相談」

での短時間訪問が多くみられます。 

 こうした訪問を否定するのではなく、重症度に応じて月1回の訪問診療でも管理料の算定を可能にすること、

ただし、この場合の診療報酬は引き下げられる可能④絵があります。 

 さらに、ホームの患者数によって報酬に差をつける可能性があります。 

 

A．患者の状態に応じた評価 

現在、在宅医療における医学的な管理に対する評価（在総診や特医総管など）は、患者の疾患・状態等に関わらず

概ね一律なものとなっていますが、実際には、【健康相談等のみが行われている患者】から人工呼吸器等の医療行為

を必要とする患者まで、幅広い患者像がみられます。特に、患者の医療区分や疾患等に関わらず、在宅医療における

1か月の診療回数は、在宅時医学総合管理料等が算定可能な「１か月に２～３度」の割合が多くなっています。 

 そもそも、「通院することが困難な患者」に対して訪問診療が提供される前提ではありますが、仮に月に2回訪問

診療を行うものの、その実態は健康相談で、医学管理料が算定されている実態があります。 

 中医協ではこうした実態を踏まえ、以下の論点が示されました。 

○ 在宅医療では、比較的重症な患者から軽症な患者まで幅広い患者に対して診療が行われているが、特定の疾病・

処置等に基づき、長期にわたって医学管理の必要性が高い患者について、疾患・状態等に応じた評価を行うこと

としてはどうか。 

○ 在宅医療では、在宅時医学総合管理料等の要件となっている1か月に2回の訪問が多く行われているが、診療

頻度によって患者の重症度に大きな違いがみられず、医学的に必要な回数を超えて診療が行われている場合があ

ることから、１か月に１回の訪問による医学管理を評価することとしてはどうか。 
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【Ｈ２４制度改正後の実態】 
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B．患者の居住場所に応じた評価 

ここでは、高齢者向け集合住宅のうち、特定施設等の入居者と、特定施設等に該当しない施設の入居者に対する医

学的管理の報酬上の評価について議論が進められています。また、患者1人当たりの診療・移動時間等を踏まえて同

一建物内での評価を、診療人数ごとに細分化する案が示されています。 

〇高齢者向け集合住宅と居宅等では在宅医療に係る状況が大きく異なる一方で、特定施設等以外の集合住宅と比べ

て特定施設等において訪問診療に要するコストが低いとは言えないことから、居宅等と高齢者向け集合住宅とで

評価を分けることとしてはどうか。 

〇同一日の同一建物での診療人数毎に１人当たりの診療・移動時間に差があることから、同一建物における診療報

酬上の評価を細分化してはどうか。 

〇同一建物における診療報酬上の評価について、同一建物の患者へ同一日に診療を行った場合にのみ適用されるた

め、個別に患者を訪問する効率性の低い診療が行われていることから、集合住宅内の診療患者数に応じた評価と

してはどうか。その際に、一般のアパートや団地等において複数の患者を診療した場合等について一定の配慮を

行うこととしてはどうか。 
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【平成26年度の制度改正内容】 

 

 

【Ｈ２４制度改正後の実態】 
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○１１月の問い合わせ件数 １３３件 

＜内訳＞ 

     入居相談 資料請求 合  計 平均／日 

来 会 １８ １５ ３３ １．７ 

電話・文書 ７８ ２２ １００ ５．３ 

合 計 ９６ ３７ １３３ -------------- 

※「資料請求」：資料請求のほか、有料老人ホームの基礎知識の申込み、友の会への入会希望を含む。 

＜入居相談内容の内訳＞ 

－ホームの所在地を指定した問い合わせ ------------  ４１ 件 

 －個別ホームに関する入居条件等の問い合わせ-------  １０ 件 

 －有料老人ホーム全般についての問い合わせ---------  ４５ 件 

＜相談内容の具体例＞ 

・ホームに入居して、入居者が月額利用料を払えなくなってしまった場合、ホームは身元引受人に支払いを求めるのか。その

際、身元引受人が支払いを拒否した場合は、どうなるのか。 

・ホームへの支払いが滞ってしまい、今後のこともあるので、印鑑と通帳を預かりたいと、ホームより言われた。これはよく

あることなのか。 

 

入居相談状況 

入居相談状況 
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【重要】前払金に関する期間計算・返還金計算方法について 

 

平成２４年４月１日の老人福祉法施行規則改正により、同日以後の新規入居契約からは、期間計算等が改正さ

れておりますので、入居契約書、重要事項説明書につきましては法令違反にご注意ください。 

 

【誤った例】  

（返還金計算式） 

返還金＝（入居一時金×0.9）－（入居一時金×0.9÷６０か月×償却月数） 

 ※入居月、退去月は日割り計算とします。  

 

【正しい考え方】  

（１）短期解約特例の法定ルール（老人福祉法施行規則） 

①「３月の期間」とは 

－入居日の翌日を起算日として、その３月後の応当日の前日まで。  

ただし、民法ルールが適用されるため、入居日によって期間が変わる。 

ア．月途中が入居日の場合は、その翌日を起算日とし、３月が経過する月の応当日の前日まで 

     ※最終月に応当日がない場合は３月が経過する月の末日とする（うるう年）。  

イ．月末日が入居日の場合は、翌月の初日を起算日とし、３月が経過する月の末日まで 

②「返還金」のルールは、 

－想定居住期間を超えて契約が継続する場合に備えて受領する家賃額（いわゆる「初期償却○○％」と称する費

用）は、全額返金すること。 

－想定居住期間の家賃相当額を返還する際に、事業者が受領できる家賃額の計算は次のとおり。 

 

想定居住期間内の入居一時金÷想定居住期間の月数÷３０×入居日から契約終了日

までの日数 

※「３月」という期間の考え方と、受領できる家賃相当額の期間とでは、取扱いが異なることに注意が必要

です。 

 

（２）通常の契約終了における法定ルール（同施行規則） 

①対象となる期間とは 

－入居日の翌日から想定居住期間の満了日。 

②「返還金計算」は 

－契約終了日から想定居住期間満了日までの家賃額を返金する。計算式は以下のとおり。 

 

入居一時金×○％（想定居住期間の償却率）÷（入居日の翌日から償却期間満了日ま

での実日数）×（契約終了日から償却期間満了日までの実日数） 

 

※法改正までの一般的な方法であった、暦月のみで計算式を立てると、入居者によってはうるう年計算の結果、

返金する額が過少・過大になりえますので、今後はあくまでも「未居住日数の計算」を行うこととなります

（入居者ごとに想定居住日数が異なる）。  

関連して、会員限定で「入居一時金の積算根拠試算」の個別サポートを実施しておりますので、必要な場合は

事務局までご連絡ください。 

 

協会からのお知らせ 
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 開催なし 

 

第２回職員研修委員会［H27.11.24］ 

検討結果：  

１．平成２７年度有料老人ホーム基礎研修実施について 

  ・全4会場で開催した平成２７年度有料老人ホーム基礎研修の実施報告を行った。 

２．今後の研修見直し作業の件 

  〇会員の要望が多い苦情対応研修の内容を継続検討することとした。 

  ○人手不足により研修参加が難しいホームのための研修方法として通信学習の検討をすることとした。 

３．臨時実施研修について 

  ・ストレスチェック制度対応セミナー等の実施報告を行った。 

 

  
 

会 員 情 報    

１１月の入会等 

入会等（理事会不開催のためなし） 

会員及びホーム等の変更事項 

○代表者 

・株式会社アルテディア          → 代表取締役 籾山 幸雄 氏 

・宗教法人国柱会             → 代表役員 原田 義彦 氏 

・西山工業株式会社            → 代表取締役 西山 貴之利 氏 

・長谷川介護サービス株式会社       → 代表取締役社長 袴田 義輝 氏 

・ファインフォレスト株式会社       → 代表取締役社長 坂本 豊和 氏 

・株式会社メッセージ           → 代表取締役 佐藤 俊雄 氏 

退会・ホーム登録抹消等 

なし 

※法人・ホーム・法人代表者等に変更がありましたら、所定の様式により届出をお願いいたします。(協会ＨＰ参照) 

※登録ホームの事業承継等により運営主体が変更される場合は、当初運営主体の退会申請（又はホーム登録抹消申請）と 承継会社の入会

（又はホーム登録申請）時期に乖離がないようご留意ください。 

なお、この場合は申請時に本協会から求める文書がありますので、必ず事前にご連絡ください。状況により、入居者生活

保証制度の既登録入居者の保証が失効する場合がありますので十分ご注意ください。 

※関連して、協会登録ホーム内で発生した各種事故・事件等につきましては、所定の報告様式を用いて迅速にご報告いただきますようお願

いいたします。 

 

ＮＥＷＳ ＣＬＩＰ 

先 月 の 各 種 会 議 
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「平成27年度 チームリーダー研修（大阪会場）」開催のご案内 

本研修は、現場でチームリーダー的役割を担っている人を対象とし、リーダーに求められる役割や心構えを身

に付けていただくとともに、現場での問題解決能力を育成する研修で、カリキュラムの内容は「チームリーダー

の育成」に特化した、グループワーキング中心の実践的研修となります。 

大阪会場のみお申込みを承っております。詳細は協会HPをご確認ください

（http://www.yurokyo.or.jp/news/20151106_01.html）。 

 

秋季セミナーの来場者アンケートについて 

今年度、東京・大阪・福岡の３会場で秋季セミナーを開催しました。ご協力くださいました会員ならびにその

他事業者の皆様、ご後援いただきました自治体の皆様、どうもありがとうございました。セミナー当日、来場者

に配布したアンケートの集計結果を会員ページ・「協会からのお知らせ」11/20付記事をご高覧ください。各会

場での写真も掲載しております。 

 

協会ＨＰの「全国登録ホーム検索」ページの情報更新について 

本協会に定例提出等で重要事項説明書をデータ提出いただいている会員には、内容に基づき費用等の情報を順

次更新し掲出しています。下記ページ内で掲載内容をご確認いただき、修正がありましたらその旨ご連絡くださ

い。http://member.yurokyo.jp/search/index.html 

 

「消費生活用製品における製品事故等情報」／経済産業省（消費者庁）    

発生日 原 因 製品・サービス 発生事故の概要 

平成25年10月23日 

 

調査中 歩行器 管理番号：A201300517 

店舗出入口で当該製品を使用して歩行中、転倒し、負傷し

た。事故発生時の状況を含め、現在、原因を調査中。 

(福岡県） 

平成25年10月15日 調査中 歩行補助車 管理番号：A201300546 

施設で使用者（90歳代）が当該製品を使用中、転倒し、負

傷した。当該製品の使用状況を含め、現在、原因を調査中。

(愛媛県） 

 

 

入居者生活保証制度の効力失効・拠出金返還制度について 

事業主体が事業承継等（事業承継、吸収合併、会社分割等）により変更となる場合、理事会の予めの承認がない場合

は、既登録入居者の保証が失効しますので、事業主体に何らかの変更が生じた場合には、速やかに協会事務局にご相談

ください。（詳細は、http://member.yurokyo.jp/member/sec/fund/henkou.html まで）  

入居後３月以内の死亡及び任意での契約終了（短期解約特例）の場合は、契約終了日より１４日以内に協会へ必要書類を

ご提出いただくことで、拠出金の返還をいたします（手数料は引かせていただきます）。 

（詳細は、http://member.yurokyo.jp/member/sec/fund/tankikaiyaku.html まで） 

 

 

 

 

 

 

 

http://member.yurokyo.jp/member/sec/fund/henkou.html
http://member.yurokyo.jp/member/sec/fund/tankikaiyaku.html
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１２ 月 の 会 議 等 

理 事 会 等 回 日  時 場   所   

理事会 ６ １２／１７ 13:30 協会会議室 

委 員 会 等 回 日  時 場   所   

入居者生活保証制度運営委員会 ４ １２／ ３ 13:30 協会会議室 

入居者生活保証制度加入審査委員会 ６ ／ ８ 13:30  〃 

イベント等 回 日  時 場   所 

チームリーダー研修（東京）  １２／１１ 10:00 ＫＦＣ国際ﾌｧｯｼｮﾝｾﾝﾀｰ 

高齢者住まい虐待防止研修（広島）  ／ １ 13:30 ＴＫＰガーデンシティ広島 

高齢者住まい虐待防止研修（大阪）  ／ ４ 13:30 クレオ大阪中央 

高齢者住まい虐待防止研修（名古屋）  ／ ７ 13:30 ＴＫＰ名古屋駅前ｶﾝﾌｧﾚﾝｽｾﾝﾀｰ 

高齢者住まい虐待防止研修（福岡）  ／１１ 11:00 天神ビル 

高齢者住まい虐待防止研修（東京）  ／１４ 13:30 日本消防会館 

高齢者住まい虐待防止研修（横浜）  ／２１ 13:30 ＴＫＰ横浜駅東口ﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ 

 


